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論 文 の 要 旨 
 
ネパールは種々の民族、言語共同体によって構成されている。１９９０年の革命によって民主主義が回
復されたが、国家はなお多様な民族・文化的背景、とくに言語的背景を持つ人々に公平な権利を与えてお
らず、政府の単一言語政策の下、少数民族ネワール人の言語ネパール・バハサは徐々に使われなくなって
きている。本研究は、２４０年におよぶ政府の単一言語政策が、いかに多言語状況にあるネパールにおい
て国家と社会の関係に影響を与えてきたかを、ネワール人の視点から明らかにしようとするものである。 
本論文は、二部構成であり、以下の章構成となっている。 
第一部 ナショナリズムと言語政治－歴史の犠牲者 
第一章 ネパール―多様性における統合についての省察 
第二章 ネワール―歴史の担い手かつ犠牲者についての説明 
第三章 ネパールにおけるネパール・バハサの空間的状態―言語サーベイについての省察 
第四章 文献批評：言語政治と国家政策 
第二部 ヘゲモニーと抵抗 
第五章 理論枠組み―言語ヘゲモニー 
第六章 単一言語政策―国家統合あるいはヘゲモニーの含意 
第七章 国家と社会の関係性―新たな支配者と抵抗運動に関するネワール人の背景 
第八章 永続的国家政策に対するネワール人の抵抗 
結論 多言語国家における国家・社会間のヘゲモニー、反ヘゲモニーおよび政策 
 
第一部では、ネパールの言語政治に関する歴史記述およびカトマンズ・ヴァレーにおけるフィールド調
査から、中央政府による言語政治下のネワール人の言語状況を、「歴史の犠牲者」という語を用いて問題
提起している。そして、なぜ言語がネパールのアイデンティティ・ポリティックスを理解するのにもっと
も重要な要素となるのか、また、なぜネワールの人々の言語であるネパール・バハサが、国家と社会の関
係という観点から重要なのかということを浮かび上がらせている。 
第二部では、アントニオ・グラムシの文化ヘゲモニー論とピエール・ブルデューの言語イデオロギー論
およびナショナリズムに関する実践論を基に、国家の言語政策に対して、ネワールの共同体がどのような
アプローチを行い、どのように抵抗してきたかの歴史を詳細に検証している。 
また、そうした歴史的プロセスのなか、いかに権力を持たない人々の知識、協同、反対行動の欠如が支
配的（言語）集団に対する服従関係を生み出し継続させてきたか、また、なぜネワール人の共同体の成員
が、彼らに働きかけてきた（グラムシの意味での）文化ヘゲモニーのシステムに従うようになってきたか
も明らかにしている。 
そして、マイノリティ集団の言語状況とアイデンティティの問題を生み出してきた「言語政治」のあり
方の考察によって、国家と社会の関係性の再考を促す結論を導いている。すなわち、ネパールにおいては、
支配的(言語)集団による単一言語政策が国家と社会の関係性を不均衡にさせ、多民族からなる国家の統合
を妨げ、さらに社会経済的発展を阻害してきた大きな要因としている。 
 
「第一章 ネパール―多様性における統合についての省察」では、まず調査対象地域であるネパール、お
よびその文化と言語の多様性の概略を示している。 
「第二章 ネワール―歴史の担い手かつ犠牲者についての説明」においては、ネパールと、ネワール人お
よびそのアイデンティティの基となるネパール・マンダラについて定義し、独立した民族としてのネワー
ル人の歴史とグルカ人の征服による没落の経緯を述べている。 
「第三章 ネパールにおけるネパール・バハサの空間的状態―言語サーベイについての省察」は、カトマ
ンズ・ヴァレーのスワニガにおけるアンケートとインタヴュー調査によって、（ネワール人の言語である）
ネパール・バハサの用いられている具体的な現状を明らかにし、そのことによって問題提起としている。 
「第四章 文献批評：言語政治と国家政策」では、ネパールにおける複雑な言語状況に関するこれまでの
研究を、ナショナリズム論全般からネパール人による民族・言語に関する見解にいたるまで、幅広く取り
上げまとめている。 
「第五章 理論枠組み―言語ヘゲモニー」では、グラムシの文化ヘゲモニー論とブルデューの言語の象徴
論をもとに、政策と法、および法的な意識の観点から、ネワール人の言語社会状況を明らかにする理論的
枠組みを提示している。 
「第六章 単一言語政策―国家統合あるいはヘゲモニーの含意」は、第五章を受けて、歴史的な視点から、
主要民族のカス/ネパール語の使用を推進し、バハサ語や他の民族の言語の存在を軽視するネパールの国
家政策の在り方を批判的に検証している。 
「第七章 国家と社会の関係性―新たな支配者と抵抗運動に関するネワール人の背景」においては、 
国家と社会の関係性の歴史を、先住民であるネワール人と強制的な政策を遂行する征服民族のグルカ人と
いう観点から検証している。 
「第八章 永続的国家政策に対するネワール人の抵抗」では、永続する国家の抑圧的政策に対するネワー
ル人による抵抗運動の歴史を詳細に検証している。 
「結論 多言語国家における国家・社会間のヘゲモニー、反ヘゲモニーおよび政策」は、国家政策による
言語政治に関する総括を示した上で、単一言語政策をとるネパール政府と多言語社会間の長引くコンフリ
クトに対応するため、多言語政策の導入の必要性を説いている。 
 
 
審 査 の 要 旨 
 
１ 批評 
本論文は、研究者と同時に文化運動家という経験とポジションから、ネパールという国家におけるネワ
ール人のアイデンティティを言語の観点から明らかにしようとするものである。 
複数の章で、支配的(言語)集団による「言語政治」の展開とそれに対抗する運動の歴史が詳細に提示さ
れている。一方、アンケート調査は、現状の言語状況の問題性を浮かび上がらせるために用いられており
有効であるが、本来なら学校や家庭、またメディアなどといった場で、いかに支配的言語であるカス/ネ
パール語が少数言語であるバハサ語を凌駕しているかという現状を「厚い記述」で提示し、同時にグラム
シのヘゲモニー理論を検証するという構成が望ましかった。調査結果の限定性により、むしろ歴史的帰結
としての現状を問題提起する形で本論文では提示しているが、これはこれで機能しているといえよう。 
国家と社会の関係性を言語を通してみるということであるが、それらの形成過程を構造的には捉えてい
ないため、一方の支配的民族のエリート層がどのような経緯でエリート化していったのかという点などが
不明であり、支配者側の言語政治がいかにして可能となったかという点についても、より詳細な叙述が求
められる。また、本論が言語政策の昨今の研究動向にどのように位置づけられるかという点にも言及して
おくと、言語政策研究という面からも評価の対象となったであろう。 
また、ネワール人による運動がどれほどネパールにおいて評価されているのか、あるいはこうした少数
民族の言語状況に対する意識化がどれくらい他の少数民族に共有されているのかという点を示すことに
よって、少数言語状況を、より普遍性を伴うやり方で可視化させる方向性が今後求められよう。 
以上、個々に指摘される点は、文化運動家というポジショナリティに由来している面が大きいが、法や
制度などを通した抑圧、それに対する抵抗などを詳細な歴史的記述によって提示し、またインタヴュー調
査などでマイノリティ集団の言語状況とアイデンティティの問題を示すと同時に、そうした問題を生み出
してきた「言語政治」のあり方をグラムシ等の理論から検証することによって、総体としてネパールの国
家と社会の関係性の再考を促す論考となっており、複雑な文化状況下のネパールにおける民族運動研究の
発展に貢献しており、評価できる。 
 
２ 最終試験 
   平成 26 年 7 月 25 日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席
のもと、本論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査
委員全員一致で合格と判定された。 
 
３ 結論 
   上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（国際公共政策）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
 
